
○令和７年度所要人員計画策定に向け，課題把握や関係部署と
の調整を実施します。
○組織横断的な連携の推進に取り組みます。
○法改正・制度改正等への対応が必要な部署において，状況を
踏まえた体制整備の検討を行います。
○アジャイル手法導入のための試行的取組について検討しま
す。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

組織体制の整備

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○令和７年度組織及び職員体制整備方針に基づく各部との協議
及び総合調整を踏まえて，施策・事務事業の効果的・効率的な
推進や児童館の業務委託をはじめとする民間活力の活用等に伴
う見直しを行う一方で，子ども家庭センターの設置や部活動地
域連携・地域移行など，市の課題への対応に伴う体制強化を
行ったことにより，令和７年度の常勤職員定数については，令
和６年度から７人増となる１２８７人としました。引き続き，
組織横断的な連携の推進を図り，簡素で効率的な組織体制整備
に努めていきます。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○令和７年度所要人員計画を策定します。
○関係機関への提案・協議を行います。
○令和７年度職員定数を確定します。
○アジャイル手法導入のための試行的取組について検討しま
す。

総　括

◆翌年度当初の常勤職員定数の抑制
◆組織横断的な連携の推進
◆法改正・制度改革を踏まえた取組の検討・実施
◆アジャイル手法の試行実施・検証

効率的な組織体制の整備
効率的で機能的な組織・システムづくり

方針 ３
基本的取組

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○各部からの要望等を踏まえ，「令和７年度組織改正及び職員
定数（案）」を策定しました。
○「令和７年度組織改正及び職員定数（案）」を職員団体に提
案し，協議を行いました。
○協議の結果，令和７年度の常勤職員定数を１２８７人（前年
度比７人増）としました。
○令和７年度組織及び職員体制整備方針に基づき，基本計画に
おける各施策・事務事業の着実な推進のほか，国の法改正・制
度改正や新たな課題に対応するため，組織横断的な連携を図る
中で，組織体制の整備・職員定数の抑制を踏まえた取組を行
い，次年度に向けた簡素で効率的な組織・人員体制の整備につ
なげました。

【後期における取組の方向性】（ＡＣＴＩＯＮ）

○令和７年度に向けた課題について関係部署と情報を共有する
とともに，これまでの各施策・事務事業の進捗状況や組織横断
的な連携の推進にも留意しながら，必要性や優先度等の精査を
踏まえた調整を行うことで，令和７年度所要人員計画を円滑に
策定していきます。

年度別計画

○令和７年度所要人員計画策定に向け，関係部署との情報共有
などを踏まえ，次年度に向けた体制整備における課題を整理し
ました。
○庁内横断的に取り組むべき事項などの把握・課題共有に努
め，組織横断的な連携の推進に取り組みました。
○基本計画における各施策・事務事業の着実な推進のほか，デ
ジタル化の推進や国の法改正・制度改正のほか，様々な課題に
対応するため，組織横断的な連携を推進する中で，令和７年度
所要人員計画策定に向けた準備を進めました。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ｂ（概ね計画どおりに進捗）

組織横断的な連携を推進し，常勤職員定数の抑制に努めながら，簡素で効率的な組織・人員体制づくりを目指す中で，調布市基本計画における施策や事業の推進のほか，行政のデジタル化に向けた
取組や重点施策の推進など，職員が重点的に担うべき取組に向けた体制の強化を図ります。また，変化の激しい時代に組織として発展していくため，アジャイル手法導入のための試行的取組につい
て検討します。

３－１

担当課 企画経営課，関係各課

９ 令和６年度プラン

27



年度別計画

令和６年度

◆「調布市における監理団体活用の考え方」に基づく取組の検討，実施
◆組織の活性化に向けた，研修，人材交流，人事評価等の実施
◆関与団体の経営に関する公正性，規範性及び安定性の確保への取組
◆小規模監理団体等の体制見直し検討

○監理団体に対する委託料等の決算状況調査等，各種調査を実
施し，監理団体の状況を把握しました。
○関与団体に対する財務支出状況調査を実施し，関与団体の財
務状況を確認しました。
○監理団体の事業内容，役職員状況，財務状況等について，市
ホームページで公表し，監理団体に関する情報提供を推進しま
した。
○庁内検討会において，監理団体との災害対応における連携強
化に向けた取組や，人材育成の取組などについて情報共有を図
り，監理団体における取組や課題について監理団体所管課と共
通認識を持ちました。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○監理団体に関する役員・職員の状況や，財務状況等を公表す
ることで，監理団体に関する透明性を確保することができまし
た。
○監理団体の課題に関する情報収集や庁内検討会での情報共有
等を行ったことにより，課題を踏まえた取組の推進につなげる
ことができました。
○調布市遺跡調査会については，課題を整理し，その結果，令
和７年７月３１日をもって解散することを決定しました。な
お，調布市遺跡調査会のすべての事業は，調布市郷土博物館に
継承されることとなりました。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○監理団体の役職員状況，財務状況等を公表します。
○組織の活性化に向けた，研修，人材交流，人事評価等を検討
し，実施します。
○関与団体の財務状況を確認します。
○各監理団体における課題等に関する情報収集や検討を行いま
す。
○小規模監理団体等の体制見直しに向けた課題整理を行いま
す。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○監理団体における人材育成促進に向けた課題を確認しなが
ら，研修や人事評価等の取組状況について，監理団体所管課と
情報共有しました。
○庁内検討会においては，監理団体を取り巻く課題等について
共通認識を持つことができました。
○調布市遺跡調査会の解散及び事業承継に向けた課題の整理や
情報共有を行いました。

【後期における取組の方向性】（ＡＣＴＩＯＮ）

○引き続き，組織の活性化に向けた，研修，人材交流，人事評
価等を検討し，実施します。

○組織の活性化に向けた，研修，人材交流，人事評価等を検討
し，実施します。
○各監理団体における課題等に関する情報収集や検討を行いま
す。
○小規模監理団体等の体制見直しに向けて準備を進めます。

総　括

監理団体と市が共に市民サービスの向上等に関する取組を進めていくため，双方の連携をより一層促進するとともに，監理団体の組織の活性化に向けた取組や指導監理を推進するほか，関与団体に
おいては，経営に関する公正性，規範性及び安定性の確保に努めます。あわせて，効率的・効果的な事業運営のため，小規模監理団体等の体制見直しを検討します。

効率的な組織体制の整備
効率的で機能的な組織・システムづくり

方針 ３
基本的取組 ３－１

担当課 企画経営課，関係各課

１０ 監理団体等の活用・連携の強化プラン



令和６年度

基本的取組 ３－１ 効率的で機能的な組織・システムづくり

プラン １１ 市庁舎の窓口手続のワンストップ化

担当課 企画経営課，市民部各課，デジタル行政推進課，関係各課

方針 3 効率的な組織体制の整備

◆業務フローの検討
◆フロアレイアウトの調整

年度別計画

【取組計画】（ＰＬＡＮ） 【取組計画】（ＰＬＡＮ） 【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）○窓口業務のワンストップ化による市民サービスの向上を目的とし，

その準備段階として市民部市民課が所管する業務ついて，ＢＰＲの手
法を導入した業務分析及びワンストップ化に向けた窓口業務の調査を
行います。
○執務スペースやデジタル機器・配線，市民の動線・待合スペース，
個人情報を取り扱う個室相談スペースの配置等を踏まえ，ワンストッ
プ機能の施設規模を検討します。
○窓口のワンストップ化の対象となる業務について，関連部署と連携
を図りながら検討を進めます。
○前年度実施した新たな繁忙期対策の実施結果を検証し，今後の繁忙
期対策やワンストップ化に向けた検討につなげます。
○市民部各課及び保険年金課の窓口受付時間の変更（午後５時まで短
縮）を試行実施し，他の窓口部門への影響等を検証します。
○おくやみ手続きガイドの利用状況を検証し，手続きガイドのサービ
スメニュー拡充の検討を進めます。

【後期における取組の方向性】（ＡＣＴＩＯＮ）

○前期に引き続き窓口業務分析を進め，分析から得られた調査結果を
踏まえ，窓口業務のワンストップ化に向けた具体的な検討を行いま
す。
○窓口ワンストップ化の実現に向け，引き続き，先進自治体の調査・
研究に努めるとともに，関連部署と連携を図り，検討を進めます。
○市民課窓口の業務分析結果や保険年金課の申請書作成支援機の導入
効果を踏まえ，市民課窓口における「書かない窓口」の予算化を検討
します。

○前期に実施した業務分析及び調査の結果を踏まえ，窓口業務のワン
ストップ化に向けた具体的な検討を行います。
○窓口のワンストップ化の対象となる業務について，関連部署と連携
を図りながら検討を進めます。
○前期に実施した検証結果を踏まえ，次期の繁忙期対策やワンストッ
プ化に向けた検討を進めます。
○市民部各課及び保険年金課の窓口受付時間の変更（短縮）の試行実
施による他の窓口部門への影響等を検証します。
○おくやみ手続きガイドの利用状況を検証し，手続きガイドのサービ
スメニュー拡充の検討を進めます。

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

〇令和６年度は，先進自治体の視察のほか，窓口手続の起点となる市
民課窓口の業務分析を実施し，福祉・子ども分野など関連する窓口へ
の流れや，市役所本庁舎のフロアレイアウトを踏まえた窓口手続ワン
ストップ化について検討を進めました。
○業務分析の検討から，令和８年度以降の窓口手続ワンストップ化を
見据え，令和７年度に市民課窓口において「書かない窓口システム」
を導入することとしました。
〇令和７年度は，本システムの導入効果を検証し，窓口の運用改善に
つなげていきます。
○窓口手続のワンストップ化の実現に向けては，市民課窓口と関連性
の高い他窓口に本システムの拡張を検討するほか，今後予定している
市役所本庁舎のフロアレイアウト見直しとも連動し，組織横断的な連
携の下，検討を継続していきます。
○コンビニ交付サービスの利用者増加に伴い窓口来庁者が減少してい
ること，また，来庁者が市民課窓口をはじめ複数の関連窓口における
手続を当日中に完了でき，手続漏れを防止するなど，窓口手続ワンス
トップ化の効果をより高めるため，起点となる市民課窓口の更なる受
付時間の短縮を検討します。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　 【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

○窓口業務のワンストップ化を進める準備段階として，市民部市民課
が所管する業務について，委託事業者と連携し，ＢＰＲの手法を導入
した窓口業務分析を実施しました。
○保険年金課において，来庁者の負担軽減及び事務効率化のため，マ
イナンバーカード等の券面情報を読み取り，申請書に転記する「申請
書作成支援機」を導入しました。
〇窓口手続のワンストップ化に資する「書かない窓口」の導入に向
け，事業者及びデジタル行政推進課と検討を行いました。また多摩
２６市の導入・検討状況について調査を行いました。
○３月末から４月上旬にかけ実施した繁忙期対策では，転入手続の平
均待ち時間は４６分となり，昨年同時期と比べ１６６分，７８％の縮
減を達成しました。
○窓口受付時間の短縮（午後５時まで）を試行実施し，市民課窓口の
１７時以降の受付件数は，従前と比べ，７０％減少しました。
〇おくやみ手続きガイドの利用者は堅調に推移しており，９月１日か
ら，新たに出生時の手続きや窓口を確認できる「出生手続きガイド」
の利用を開始しました。

○ＢＰＲ手法による窓口業務分析結果や他の先進自治体の取組を踏ま
え，現在の本庁舎フロアレイアウトで実現可能なワンストップ窓口の
手法を検討しました。
○市民課で受け付けた異動届のうち，他課手続が必要となるケースや
連携先の分析結果，他の先進自治体の取組も踏まえ，ワンストップ化
の対象とする部署や導入効果について検討を行いました。
○ワンストップ化に資する「書かない窓口」の導入に向け，「市民負
担の軽減」「窓口混雑緩和」「事務効率化」の観点から，届出の対象
範囲や業務フローを整理し，書かない窓口システム導入費用を予算化
しました。
○来庁者の利便性を考慮し，令和７年２月から，マイナンバーカード
更新手続の予約制を導入しました。また予約制の開始にあわせて，マ
イナンバーカード更新手続を２階市民課窓口に移管し，常態化してい
た１階マイナンバーカード窓口の混雑を解消しました。
○前回実施した市民課窓口における繁忙期対策の検証結果を踏まえ，
バックヤードの人員配置強化や，マイナンバーカード更新手続の１階
マイナンバーカード窓口への一時的移管等の取組を実施した結果，今
期の繁忙期混雑状況は昨年と比較し改善しました。

○

市民サービス向上の観点から，行政のデジタル化推進や庁舎のフロアレイアウト見直しと連動しながら，窓口手続のワンストップ化の対応を検討します。

前　期 後　期 総　括

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　



○庁内における定型業務について，関係各課へヒアリングを行
い，現状の把握に努めました。
○他の自治体における取組事例についての情報収集に取り組み
ました。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

〇施設の管理運営や内部事務における民間活力の活用について
検討を行いました。
〇次年度以降においても，引き続き市民サービスの向上や事務
の効率化，費用対効果等の視点で多角的な検討を進めていきま
す。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○庁内における定型業務について，関係各課へのヒアリングな
どを通じて現状を把握します。
○先進事例を把握し，調査・研究を行います。
○定型業務について，庁内における現状と課題を把握します。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

プラン

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○庁内における定型業務について，関係各課へヒアリングを行
い，現状の把握に努めました。
○他の自治体における取組事例についての情報収集に取り組み
ました。
〇庁内印刷室機能の外部への移行と合わせた民間活力の活用可
能性を検討しました。

【後期における取組の方向】（ＡＣＴＩＯＮ）

○引き続き，情報収集に努めるほか，先進事例を調査・研究
し，民間活力の活用に向けた検討を行います。

年度別計画

令和６年度

○庁内における定型業務について，関係各課へのヒアリングな
どを通じて現状を把握します。
○先進事例を把握し，調査・研究を行います。
○定型業務について，庁内における現状と課題を把握します。

総　括

民間事業者等との役割分担の下，質の高い市民サービスの提供や費用対効果などを総合的に考慮したうえで，施設の管理運営や窓口サービス，内部事務で，民間に委ねることが妥当なものについて
は，積極的な民間活力の活用に取り組みます。

◆民間活力の活用に向けた現行の業務内容の分析
◆民間活力の活用検討・実施
◆定型業務の現状把握及び委託範囲の検討

効率的な組織体制の整備
市民サービス提供主体の見直し

方針 ３
基本的取組 ３－２

担当課 企画経営課，関係各課

１２ 民間活力の活用



◆公立保育園（公設公営保育園）における民間活力の活用の検討

効率的な組織体制の整備
市民サービス提供主体の見直し

方針 ３
基本的取組 ３－２

担当課 子ども政策課，保育課

１３ 公立保育園における民間活力の活用プラン 令和６年度

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

※公私連携型保育所…児童福祉法に基づいて調布市と協定を締結した公私連携法人が，協定に基づく市の関与を受けながら運営を行う私立保育園のこと。

〇宮の下保育園の公私連携型保育所への移行に向けて，保育園職員や
職員団体，運営事業者との協議のほか，庁内関係各課と連携した調整
を進めていきます。

総　括

持続可能な保育サービスの提供に向けて，公立保育園のより効率的な運営や施設管理を行っていくため，児童福祉法に基づく「公私連携型保育所※制度」を用いた民間活力の活用を推進します。

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

〇宮の下保育園の令和８年４月１日からの公私連携型保育所への移行
に向けて，保育園職員や運営事業者を中心に保育内容等について協議
したほか，庁内関係各課及び関係機関と連携した調整を進めました。
〇第七機動隊跡地への移転及び運営事業者による新園舎整備，開園準
備に向けて，保育の引継，保育園開設準備経費，施設整備費等の助成
内容等について，運営事業者や庁内関係各課と協議，令和７年度予算
の確保を進めました。
〇新園舎整備の歳入確保に向け，国の就学前教育・保育施設整備交付
金の登録・事前協議を進めました。
〇移転先の敷地を活用した基本設計，保育所認可基準の確認，公私連
携型保育所への移行に向けて，東京都との事前協議を進めました。

【後期における取組の方向性】（ＡＣＴＩＯＮ）

○公私連携型保育所への移行に向けて，保育園職員や職員団体，運営
事業者と協議のほか，庁内関係各課及び関係機関と連携した調整を進
めていきます。

〇宮の下保育園の令和８年４月１日からの公私連携型保育所への移行
に向けて，保育園職員や運営事業者を中心に保育内容等について協議
したほか，庁内関係各課及び関係機関と連携した調整を進めました。
〇第七機動隊跡地への移転及び運営事業者による新園舎整備に向け
て，敷地の活用，施設整備費の助成内容等について，運営事業者や庁
内関係各課と協議を進めました。
〇移転先の敷地レイアウトや今後のスケジュール等について，移転予
定地の近隣住民へ訪問による説明を実施しました。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

〇令和４年度に策定した「調布市公立保育園における民間活力の活用
に関する方針【公設公営保育園】」に基づき，宮の下保育園における
民間活力の活用に向けて，保育園職員や職員団体，運営事業者との協
議のほか，新園舎整備，開園準備に向けた庁内関係各課と連携した調
整を行いました。
〇宮の下保育園の令和８年４月１日からの公私連携型保育所への移行
に向けた新園舎整備，開園準備を進めていきます。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

〇令和４年度に策定した「調布市公立保育園における民間活力の活用
に関する方針【公設公営保育園】」に基づき，宮の下保育園における
民間活力の活用に向けて，保育園職員や職員団体，運営事業者との協
議のほか，庁内関係各課と連携した調整を進めていきます。

年度別計画



担当課 児童青少年課

１４ 児童館における民間活力の活用プラン

効率的な組織体制の整備
市民サービス提供主体の見直し

方針 ３
基本的取組 ３－２

○民間活力の活用について，調布ケ丘，東部及び富士見各児童館の関
係機関及び保護者への説明を継続します。
○民間活力の活用について，調布ケ丘，東部及び富士見各児童館のほ
か，公設公営児童館に勤務する会計年度任用職員への説明を継続しま
す。
○今後の児童館運営方法と委託事業者の選定方法について協議しま
す。
○基幹型児童館と地域型児童館との連携により，イベント等の合同事
業の取組を引き続き進めます。
○センター機能型児童館の設置について，関係部署と協議するととも
に，児童館あり方検討会での議論を通し，その具体化に向けた検討を
引き続き進めます。

○児童館の運営状況について，民間委託をした各委託事業者との間で定
期的に情報交換を行いました。
○調布ケ丘児童館の児童館機能の委託に向けて受託事業者，市児童館職
員及び児童青少年課職員による三者懇談会を定期的に行い，委託に向け
た引継ぎを円滑に行いました。また児童館運営会議にて，地域住民等へ
の説明を行うなど，令和７年度の委託準備を実施しました。
○児童館における民間活力の活用を推進するため，令和７年度から実施
する，東部児童館及び富士見児童館の各児童館学童クラブの先行委託に
向けた調整及び準備を行うとともに，各児童館学童クラブを利用する保
護者に対して説明会を実施しました。
〇全館事業の見直しについては，現行事業の目的や参加状況等から継続
することとし，運営方法の検討を行いました。また，地域型の運営状況等
を地域住民に情報提供するなど，地域住民との信頼関係の維持に努めま
した。
○児童館あり方検討委員会を開催し，センター機能型児童館の役割を整
理・検討し，児童青少年課内にセンター機能を持たせる方針としました。

○「調布市児童館の今後の在り方，運営に関する方針」に基づき，児
童館事業の見直し，地域との連携などについて具体的な検討を進めま
す。
○調布ケ丘児童館の児童館運営の委託に向け準備実施します。
○令和７年度から行う，東部児童館学童クラブと富士見児童館学童ク
ラブの先行委託に向けて，委託事業者との調整を図るとともに，保護
者に対する説明会を行います。
○基幹型児童館と地域型児童館との連携調整を図ります。
○センター機能型児童館については，他自治体の施設を視察するな
ど，地域のニーズや時代の変化を捉えながら，ハード・ソフト両面か
らの検討を行い，設置に向けた具体的な議論を進めます。

総　括

児童館に求められる機能・役割を持続的に提供していくため，「調布市児童館の今後の在り方，運営に関する方針」に基づき，児童館における民間活力の活用の推進に取り組みます。

○「調布児童館の在り方，運営に関する方針」に基づき，令和７年度に行う民
間活力の活用に向けた検討を行い，引き続き児童館の委託を進めることについ
ての確認を行いました。
〇館長会議や職員研修会，児童館合同事業といったイベントを通じて、児童館
運営の質の向上や均一化を図りました。
○令和７年度からの調布ケ丘児童館の運営委託並びに東部児童館及び富士見児
童館の各学童クラブの先行委託に向けて，委託事業者と適宜懇談会を開催し，
児童館の民間活力の活用推進に関する課題を整理しながら準備を進めました。
○今年度から民間委託を開始した多摩川児童館の委託事業者と意見交換・情報
共有を積極的に行ったほか，市内の委託法人が集まる法人連絡会を通じ，各委
託事業者の委託運営の進捗状況等について報告を行い，情報共有を図りまし
た。
○基幹型児童館（つつじヶ丘，佐須，染地及び西部）が参加する合同会議にお
いて，現在の運営状況や課題，地域型児童館へのサポート方法等について話し
合いを行いました。また，地域型児童館（国領，深大寺，緑ケ丘及び多摩川）
の委託法人や現場職員との話し合いの場を随時設け，課題の共有を図りまし
た。
○センター機能型児童館の機能及び位置付けについて、これまでの検討結果を
整理するとともに，先進事例の視察に向け準備することとしました。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○民間活力を活用した児童館においても，公設公営児童館と同様に，調
布市児童館ガイドラインに沿った運営により，子ども本位の質の高い児童
館運営を行いました。
○法人連絡会や三者懇談会を通じ，市と委託事業者間で，定期的に話し
合いの場を設け，議論を深めることで，効率的に業務の引継ぎや事業内
容の確認を行いました。
○令和８年度に行う東部児童館と富士見児童館の委託に向けて，引き続
き事業者との調整を図ります。
○児童青少年課内にセンター機能を持たせる方針のもと，実現に向けて
必要な体制整備についての検討を行っていきます。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○「調布市児童館の今後の在り方，運営に関する方針」に基づき，令
和７年度に向けた児童館の民間活力の活用を検討します。
○「調布市児童館運営ガイドライン」を活用し，民間委託の児童館を
含めた児童館運営の質の向上を図ります。
○調布ケ丘児童館について，学童クラブを先行委託したことを受け，
令和７年度の児童館運営の委託に向けた調整及び準備をしていきま
す。
○令和６年度から民間委託を開始した多摩川児童館について，委託事
業者との意見交換，情報共有を積極的に行い，緊密に相互協力しなが
ら，児童館運営を行います。
○基幹型児童館と地域型児童館との連携調整を図ります。
○センター機能型児童館については，民間活力の活用を進める中で見
えてきた課題の整理を行いながら，その機能や位置付けなどを検討し
ていきます。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

【後期における取組の方向性】（ＡＣＴＩＯＮ）

年度別計画

令和６年度
◆方針に基づく民間活力の活用による取組の検討，実施
◆センター機能型児童館の機能の整理及び位置付けの検討



担当課 学務課

１５ 学校給食調理業務等における民間活力の活用プラン

効率的な組織体制の整備
市民サービス提供主体の見直し

方針 ３
基本的取組 ３－２

【後期における取組の方向性】（ＡＣＴＩＯＮ）

○委託による給食調理業務水準の維持・向上に向けて，調布市
学校給食調理業務等委託運営検討委員会や，委託各校に設置し
ている学校連絡会の場を活用し，課題解決に取り組んでいきま
す。

○委託各校において調理業務等の実施状況を検証し，評価を行
う中で，必要に応じて運用改善を図ります。
○委託各校において，給食調理業務水準の維持・向上に向けて
学校連絡会や調布市学校給食調理業務等委託運営検討委員会を
開催します。
○更なる民間活力を推進するため，費用対効果などを総合的に
考慮した上で，委託開始時期について継続して検討を進めま
す。

総　括

民間活力を活用している学校給食調理業務等の定期的な検証を通じて，適正かつ効率的な業務の実施を確保するとともに，学校給食調理業務等の更なる民間活力の活用に向けた取組を推進します。

○調布市学校給食調理業務等委託運営検討委員会において，令
和５年度における調理業務等の取組内容を確認・検証するとと
もに，令和６年度１学期の適正な給食運営状況についても，学
務課栄養士が衛生管理等に関する巡回指導を行う中で確認・検
証しました。
○調理委託各校において，令和６年度１学期の学校給食調理業
務等の運営状況に関する評価書により検証・評価を行いまし
た。
○給食調理員の従事状況等を注視し，更なる委託の必要性につ
いて，継続して検討を進めることとしました。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ｂ（概ね計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

○調布市学校給食調理業務等委託運営検討委員会や，委託各校
で構成する学校連絡会を通して，給食調理業務水準の維持・向
上に向けて課題等を検討・協議し，適切かつ効率的な業務の実
施の確保に取り組みました。引き続き，民間活力の活用を推進
し，適正かつ効率的な学校給食の提供に取り組みます。
〇次年度は，富士見台小学校及び多摩川小学校の給食室改修工
事に伴い，委託事業者の再選定を行うことで，適正かつ効率的
な学校給食の提供に向け，民間活力の活用の推進を図ります。
また，前回のプロポーザル実施時は，参加要件に実施校の想定
食数（１３００食）の受託実績等があることを求めましたが，
参加事業者が少なかったため，競争性を確保する観点から，受
託実績だけでなく，人員配置や欠員時の応援体制等を重視して
事業者を選定できるよう，次回のプロポーザルまでに参加要件
の見直しを図ります。
○更なる民間活力を推進するに当たり，給食調理員の従事状況
等を注視し，費用対効果のほか，安定的な給食運営体制を確保
する視点も含め，令和６年度は新規委託を見送り，委託開始時
期について，継続して検討を進めます。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○委託各校における調理業務等の実施状況を検証し，評価を行
う中で，必要に応じて運用改善を図ります。
○民間活力の活用を推進し，適正かつ効率的な学校給食の提供
につなげるため，更なる委託の必要性について検討します。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○調布市学校給食調理業務等委託運営検討委員会や，委託各校
で構成する学校連絡会において，調理業務等の状況について確
認・検証を行い，給食調理業務水準の維持・向上に向けて課題
の検討・協議に取り組みました。
○更なる委託の必要性について，引き続き，費用対効果のほ
か，安定的な給食運営体制を確保する視点も含め，委託開始時
期について，検討を進めることとしました。

年度別計画

令和６年度

◆給食調理業務等の受託者における業務の実施状況の検証
◆給食調理業務等における民間活力の活用検討
◆給食調理業務等における民間活力の活用による取組の実施（１校）



年度別計画

令和６年度

担当課 企画経営課，関係各課

１６ 指定管理者制度の活用プラン

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○指定管理者制度の新規導入に向けた情報収集を行いました。
○他自治体における指定管理者制度の運用について情報収集を
行いました。

【後期における取組の方向性】（ＡＣＴＩＯＮ）

○「指定管理者制度導入施設におけるモニタリング実施方針」
に基づくモニタリングを継続的に実施し，指定管理者による適
切な市民サービスの提供を確保します。

○指定管理者制度の新規導入に向けては，公共性の確保，効率
的な管理運営など，様々な要素を踏まえて検討を行いました。
○「指定管理者制度導入施設におけるモニタリング実施方針」
に基づき，各施設の前年度の管理運営状況等について全庁統一
的な評価を実施し，その結果を市ホームページで公表しまし
た。

○指定管理者による施設の管理運営状況等について，全庁統一
的な評価を実施し，評価結果を公表することにより，指定管理
者による各施設の適切な維持管理や利用者への適切なサービス
提供の確保を推進しました。
○引き続き，指定管理者制度の効果的な活用を図るとともに，
管理運営状況等の評価などを通じて，適正な制度運用に取り組
みます。

総　括

指定管理者制度の適切な運用を確保するとともに，指定管理者における業務の実施状況に関する評価を行い，市民サービスの維持・向上等を図るほか，市内の公共施設における指定管理者制度の活
用を検討します。

※モニタリング評価…指定管理者による管理運営業務やサービスなどの状況について，指定管理者自身や所管部署が評価を行うこと。

◆指定管理者制度の導入検討

◆指定管理業務に関する評価（モニタリング評価※）の実施・公表

効率的な組織体制の整備
市民サービス提供主体の見直し

方針 ３
基本的取組 ３－２

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　 【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向性】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○指定管理者制度の新規導入に向けた検討を行います。
○「指定管理者制度導入施設におけるモニタリング実施方針」
に基づくモニタリングを実施し，管理運営状況等に関する評価
を実施し，結果を公表します。

○指定管理者制度の新規導入に向けた検討を行います。



総　括

〇多摩川流域連携会議を開催し，各市における地域ポイント事業に関
する考え方や検討状況について，情報共有，意見交換を行いました。
〇多摩地域の振興に資する情報発信について，東京都の技術的支援を
活用しながら，今後さらに財政的支援を受けるための事業計画案の検
討を関係市と進めました。
○災害時協定に基づき，６月に味の素スタジアム，武蔵野の森総合ス
ポーツプラザの避難所開設訓練を三鷹市，府中市，狛江市と合同で実
施しました。
○災害時相互応援協定を締結している岐阜市とオンライン上で訓練を
実施する予定でしたが，災害対応で延期となりました。
○災害時相互応援協定を締結している富山市の総合防災訓練（１０月
６日に実施予定）に参加するよう調整しました。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

〇引き続き多摩川流域連携会議を開催し，各市における地域ポイント
事業に関する考え方や検討状況について，情報共有，意見交換を行い
ます。
〇多摩地域の振興に資する情報発信について，東京都の支援を活用し
ながら，取組の効果向上を図ります。
○災害時協定に基づき，５月に味の素スタジアム，武蔵野の森総合ス
ポーツプラザの避難所開設訓練を三鷹市，府中市，狛江市と合同で実
施しました。引き続き，継続的に訓練を実施します。
○富山市との災害時相互応援協定に基づき，令和６年１月に発生した
能登半島地震の二次避難所の支援として，市職員を派遣しました。引
き続き災害時相互応援協定締結自治体との連携の強化を図ります。
○全国のトイレカーを導入している自治体と情報共有を行うなど連携
作りに取り組みます。
〇東京都市長会の多摩・島しょ広域連携活動助成金を活用し近隣４市
において避難者情報の共有が行えるよう検討していきます。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○多摩川流域連携会議を引き続き運営し，各市の共通課題についての
意見交換，情報共有を行い，課題の解決を目指します。
○多摩地域の振興に資する情報発信について検討します。
○災害時相互応援協定の防災訓練に参加するなど，協定締結自治体と
平常時からの連携を図ります。
○同時罹災の可能性の少ない中距離圏の自治体との協定締結による相
互の受援応援体制を検討します。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　

プラン

〇多摩地域の振興に資する情報発信について，東京都の技術的支援並
びに財政的支援を受けながら，取組の効果向上につなげるための検討
を関係市と進めました。また，令和７年１月に八王子市で開催された
「たま未来・産業フェア」に出展し，取組の周知を図りました。
○災害発生時に，トイレカーを導入している自治体同士がトイレカー
を派遣し合う仕組みに加盟し，令和７年１月から石川県輪島市に派遣
しました。
〇近隣４市（三鷹・府中・狛江・調布）で災害時に避難者情報を共有
できるよう避難者名簿の統一やルールを検討する連携会議を実施しま
した。
〇富山市の総合防災訓練（１０月６日に実施）に参加し，災害対策に
おける近況の情報交換や顔の見える関係作りを行いました。

【後期における取組の方向性】（ＡＣＴＩＯＮ）

〇継続的に多摩川流域連携会議を運営し，各市の共通課題についての
意見交換，情報共有を行い，課題の解決を目指します。
〇多摩地域の振興に資する情報発信について，策定した事業計画に基
づいた活動を進めます。
○同時罹災の可能性の少ない中距離圏の自治体との協定締結による相
互の受援応援体制を検討します。

○多摩川流域連携会議を引き続き運営し，各市の共通課題についての
意見交換，情報共有を行い，課題の解決を目指します。
○多摩地域の振興に資する情報を集積・発信するＷｅｂサイトを創
設・運用します。
○災害時相互応援協定の防災訓練に参加するなど，協定締結自治体と
平常時からの連携を図ります。
○同時罹災の可能性の少ない中距離圏の自治体との協定締結による相
互の受援応援体制を検討します。

○

年度別計画

令和６年度

市民サービスや防災力の向上に向け，他自治体との連携を推進します。また，多摩地域の振興に資する観点から，多摩川流域エリアにおける自治体と連携した情報発信や地域の魅力発信に取り組み
ます。

◆他自治体との連携の推進
◆多摩川流域連携会議の運営・共通課題への対応
◆多摩地域の振興に資する情報発信の検討・内容整理
◆災害対策に関する自治体間の協定の締結及び協定締結先との連携

効率的な組織体制の整備
市民サービス提供主体の見直し

方針 ３
基本的取組 ３－２

担当課 企画経営課，総合防災安全課，関係各課

１７ 他自治体との連携によるサービス向上



担当課 自然災害における災害対応能力の向上

１８ 自然災害における災害対応能力の向上プラン

効率的な組織体制の整備
市民に信頼される市政の推進

方針 ３
基本的取組 ３－３

【後期における取組の方向性】（ＡＣＴＩＯＮ）

○現在取り組んでいる調布市地域防災計画の修正に併せ，ＢＣＰの修
正及び受援応援計画の策定に取り組みます。

○震災時におけるＢＣＰの修正，風水害時のＢＣＰを策定します。
○災害時における各部の必要人員数を整理する中で，各部の所掌事務
の整理を検討します。必要に応じ令和６年度に修正予定の調布市地域
防災計画に整理した内容を位置付けます。
○調布市地域防災計画に位置付けられた各部の所掌事務に基づいた訓
練を実施します。また，総合水防訓練や総合防災訓練実施時等に職員
の参集訓練や災害対策本部の訓練を実施します。

総　括

自然災害の発生時における対応能力の向上を図るため，事業継続計画（ＢＣＰ）の見直しや各種取組を推進し，職員における認識を高めるとともに訓練等を通じて対応の定着を図ります。また，災
害対策協定に基づく，各団体との連携・交流の強化を通じて協定の実効性を確保します。

○震災時におけるＢＣＰの修正，風水害時のＢＣＰの策定に向け，災
害時優先業務と必要人員の整理を行いました。
○防災教育の日において地域住民と協働し，避難所開設訓練を実施し
ました。また，調布市総合水防訓練を実施し，関係機関との連携強化
を図りました。
○そのほかに，庁内の訓練として，震災・風水害に関する災害対策本
部員訓練，初動本部訓練を実施し，職員の災害対応能力の向上を図り
ました。
○４月に調布市地域防災計画に位置付けられた各部の所掌事務に基づ
いた訓練を各部で検討し，実施しました。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

〇令和６年度末に業務継続計画（ＢＣＰ）の震災編の修正と風水害編
の策定を行いました。本ＢＣＰで各部の非常時優先業務を整理したこ
とから各部危機管理マニュアルの見直しを行います。
〇策定・修正したＢＣＰをＰＤＣＡサイクルを通じて継続的に見直し
が図れるよう修正した地域防災計画に位置付けました。
〇調布市地域防災計画に位置付けられた各部の所掌事務に基づいた訓
練を実施しました。引き続き，実災害を想定した訓練を実施していき
ます。
〇災害時協定を締結している団体と市の関係部署が参加する協定者会
議を毎年実施しています。ＢＣＰの修正・策定に合わせて，受援応援
計画を策定し，必要な支援について整理したことから協定者会議を通
じて協定団体と協定内容の見直しや，協働した訓練の実施を図ってい
きます。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○震災時におけるＢＣＰの修正，風水害時のＢＣＰを策定します。
○災害時における各部の必要人員数を整理する中で，各部の所掌事務
の整理を検討します。必要に応じ令和６年度に修正予定の調布市地域
防災計画に整理した内容を位置付けます。
○調布市地域防災計画に位置付けられた各部の所掌事務に基づいた訓
練を実施します。また，総合水防訓練や総合防災訓練実施時等に職員
の参集訓練や災害対策本部の訓練を実施します。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○震災時におけるＢＣＰの修正，風水害時のＢＣＰの策定を行いまし
た。
〇策定・修正したＢＣＰをＰＤＣＡサイクルを通じて継続的に見直し
が図れるよう修正した地域防災計画に位置付けました。
○総合防災訓練に合わせて，西町給水場で職員による応急給水訓練を
実施しました。また，関係機関の訓練参加により連携強化を図りまし
た。
○市内で緊急医療救護に指定されている病院と連携し，災害医療対策
本部と緊急医療救護所の設置訓練を実施しました。

年度別計画

令和６年度

◆必要に応じたＢＣＰの見直し
◆災害時における職員体制の整備
◆災害対応能力の向上に向けた職員への各種訓練の実施
◆防災関係機関との災害時対策協定の締結及び連携強化の推進

ｔ



年度別計画

令和６年度

◆国等の動向を踏まえた新型インフルエンザ等住民接種計画策定の検討
◆国等の動向を踏まえた新型インフルエンザ等対策行動計画改訂の検討
◆必要に応じたＢＣＰの見直し
◆感染症対策に関する職員への情報提供や研修の実施
◆新型コロナウイルス感染症を踏まえた感染症対策の検討・実施

○令和６年７月に改定された新型インフルエンザ等対策政府行動計画
の内容を踏まえ，調布市新型インフルエンザ等住民接種計画の策定に
向けた検討を行いました。
〇保健所主催の感染症対策に関する研修に参加し，最新情報の収集に
努めました。
○新型コロナウイルス感染症対策として，新型コロナウイルスワクチ
ンの定期接種を実施します。令和６年１０月１日から接種開始できる
よう，医師会と協議・調整するとともに，接種対象者に接種券を送付
しました。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ｂ（概ね計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

〇令和７年７月頃に改定予定の東京都新型インフルエンザ等対策行動
計画を踏まえ，令和８年度中の調布市新型インフルエンザ等対策行動
計画改定に向けた検討を行います。
〇調布市における新型コロナウイルス感染症対応を記録し，今後の健
康危機管理体制に活かしていくことを目的とした「調布市新型コロナ
ウイルス感染症対応報告書」を作成・公表します。
〇新型コロナウイルス感染症対策として，引き続き，国が示す指針に
従い，新型コロナウイルスワクチンの定期接種を実施します。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○国から市町村実施計画の策定期限が示された際，速やかに着手でき
るよう，令和６年夏に改定予定の新型インフルエンザ等対策政府行動
計画の内容を踏まえつつ，東京都の動向を注視します。
○感染症対策に関する知識を習得するため，保健所が開催する研修に
参加するとともに，当該内容を職員へ情報提供を行います。
○新型コロナウイルス感染症対策として，新型コロナウイルスワクチ
ンの定期接種を実施します。接種の実施に当たっては，国が示す指針
に従い，接種対象者へのワクチン接種を進めます。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○令和６年７月に新型インフルエンザ等対策政府行動計画が改定さ
れ，令和６年１２月に市町村行動計画作成の手引きが示されたため，
内容把握を行いました。
〇令和２年度から感染症法上の類指定移行までの調布市における新型
コロナウイルス感染症対応を記録し，今後の健康危機管理体制に活か
していくことを目的とした「調布市新型コロナウイルス感染症対応報
告書」の作成を開始しました。
○新型コロナウイルスワクチン接種について，調布市医師会等の関係
機関と連携をしながら，令和６年１０月から高齢者等を対象として定
期接種を進めました。

【後期における取組の方向性】（ＡＣＴＩＯＮ）

〇国が年内を目途に策定予定の市町村向けの改定の手引きを踏まえ，
調布市新型インフルエンザ等住民接種計画の策定に向けた検討を行い
ます。
○感染症対策に関する知識を習得するため，保健所が開催する研修に
参加するとともに，当該内容を職員へ情報提供を行います。
○新型コロナウイルス感染症対策として，新型コロナウイルスワクチ
ンの定期接種を実施します。接種の実施に当たっては，国が示す指針
に従い，接種対象者へのワクチン接種を進めます。

○新型インフルエンザ等住民接種計画策定及び新型インフルエンザ等
対策行動計画改定の検討を行います。
○新興感染症の拡大を想定した感染症対策を検討します。
○新型コロナウイルス感染症対策として，新型コロナウイルスワクチ
ンの定期接種を実施します。接種の実施に当たっては，国が示す指針
に従い，接種対象者へのワクチン接種を進めます。

総　括

重大な感染症の発生時において迅速・的確な対応を図るため，新型インフルエンザ等住民接種計画の策定検討や新型インフルエンザ編事業継続計画（ＢＣＰ）に基づく体制を整備し，職員の意識啓
発等の取組の推進などにより，有事における組織的な対応の定着を図ります。

効率的な組織体制の整備
市民に信頼される市政の推進

方針 ３
基本的取組 ３－３

担当課 健康推進課，関係各課

１９ 感染症への対応能力の向上プラン



○行政実務法律相談事業（通称：法務ドクター事業）を実施しました
（前期の相談件数６９件，前年比４２件減）。これにより，問題が起
きる前から法務専門部署の関与が可能となり，業務上のリスク回避を
図りました。
○専門的な法的見解を求められる事案について，法制課内での検討に
加え，市の外部弁護士による行政事務法律相談を活用し，事案の多角
的な視点による検討を行うとともに，業務上起こりうるリスクの事前
回避と法律的な視点からの助言を行いました（前期の相談件数２件，
前年比１２件減（軽微な相談を除く。））
○職層（管理職・係長職・実務者・新任）に応じた実効性のある実務
研修を実施し，知識・スキル向上に取り組みました。
○監査委員からの指摘事項等を全庁にグループウェア掲示板を活用し
て情報共有し，同様の事務誤り防止と適正な会計事務への意識啓発に
取り組みました。
○電子決裁による会計事務の効率的な運用の拡充に向けた課題を整理
するとともに，既存事務の電子化に係る先進事例について情報収集し
ました。
○業務上のリスクへの対応の取組について，他自治体事例の情報収集
を実施しました。

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

前　期

年次評価 Ａ（計画どおりに進捗）

【今年度の総括，次年度以降の取組の方向】
（ＣＨＥＣＫ・ＡＣＴＩＯＮ）

〇所管部署からの相談については，任期付法務専門職及び法務担当係
長を中心に法制課内での検討を行い，法律的な視点に留まらず，行政
運営上の観点等を含め，複眼的な視点からの助言を行い，業務上のリ
スク回避に努めました。
次年度以降についても，引き続き，丁寧な対応に努め，所管部署の適
正な事務執行とリスク回避につながるよう，積極的にサポートを行っ
ていきます。
〇専門的な法的見解を求められる事案や訴訟に展開するおそれのある
事案等については，法制課内での検討に加え，市の外部弁護士による
行政事務法律相談を活用し，事案の多角的な視点による検討を行うと
ともに，業務上起こりうるリスクの事前回避と法律的な視点からの助
言を行いました。このような相談体制を構築することで，所管部署が
安心して事務執行ができるよう努めました。
〇職層別研修や会計審査レターの発行，質問・相談への丁寧な対応に
より，職員のスキル向上を図りました。
○監査委員からの指摘事項等，事務処理の注意点を全庁へ情報共有し
意識啓発を図りました。複数回指摘される等，特に重要なものは会計
審査レターで注意喚起したほか，電子掲示板で周知するなど再発防止
に努めました。
〇支出管理（チェック表の活用状況）の調査結果を情報提供すること
により各課における支出管理の促進を図りました。
○伝票における添付書類等を見直し，会計事務の簡素化・効率化に取
り組みました。
○次年度以降も会計事務の適正執行とリスク抑止への取組は継続する
必要があります。そのため，職員の適正執行に対する意識啓発・向上
や事務知識・スキルの向上に努めるともに，事務負担軽減・効率化を
図る取組を進めます。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

後　期

【取組計画】（ＰＬＡＮ）

○行政実務法律相談事業（通称：法務ドクター事業）の実施を通じ
て，行政事務執行上の法的リスクを把握・整理し，事務所管課の対応
を法的な側面から積極的にサポートします。
○行政事務執行上，争訟につながるおそれのある事件等について，弁
護士による行政事務法律相談を実施します。
○各種相談の内容，他市事例等を踏まえ，法務情報の庁内への積極的
な発信に継続的に取り組みます。
○職層に応じた実効性のある実務研修を実施し，知識・スキル向上に
取り組みます。
○監査委員からの指摘事項等を全庁に情報共有し，同様の事務誤り防
止と適正な会計事務への意識啓発に取り組みます。
○電子決裁の，より効率的な運用手法や既存事務の電子化検討，添付
書類の見直し等，会計事務の簡素化・効率化に取り組みます。
○業務上のリスクへの対応の制度構築について，他自治体の取組を参
考に検討します。

【取組実績及び取組による成果・効果】（ＤＯ・ＣＨＥＣＫ）　

【年度別計画に対する今年度の進捗見込】（ＣＨＥＣＫ）　 ○

○行政実務法律相談事業（通称：法務ドクター事業）を実施しました
（後期の相談件数７７件，前年比６件増）。任期付法務専門職及び法
務担当係長を中心に法制課内での検討を行い，法律的な視点に留まら
ず，行政運営上の観点等を含め，複眼的な視点からの助言を行い，業
務上のリスク回避に努めました。
〇法務ドクター事業において契約に関する相談が増加傾向にあること
から，実務で多用される協定や覚書の作成について，実践的なワーク
ショップ形式の研修を実施しました。業務上のリスク回避につなげる
べく，事務所管課の対応を法的な側面から積極的にサポートしまし
た。
○職員の会計事務誤り防止と意識啓発・向上のため，監査委員の指摘
事項や誤りの多い事項を会計審査レターの発行（１２月・３月）や適
宜電子掲示板等で周知したほか，各課の支払チェック体制等の調査を
行い，会計事務推進委員会，同全体部会（３月開催）で分析結果を共
有しました。
○会計事務の負担軽減・効率化を図るため，伝票添付書類の見直しや
電子決裁の運用改善・拡充等を行い，それに併せ「会計事務の手引
き」を更新しました。

◆法律相談等の実施及び法務・判例情報の提供による法的リスクへの対応力向上
◆適正な会計事務の執行に向けた取組の推進
◆他自治体の取組事例の調査・研究

【後期における取組の方向性】（ＡＣＴＩＯＮ）

○引き続き，法務ドクター事業及び外部弁護士による行政事務法律相談
を実施します。
○寄せられた相談内容をもとに業務上のリスクを分析し，事前の対策や
トラブル事案等の発生時における迅速・的確な対応に有用な知識や自治
体に関連し参考となる裁判例についての情報提供を実施します。
○監査委員からの指摘事項等を会計審査レター等で全庁へ情報共有し，
同様の事務誤り防止と適正な会計事務への意識啓発に取り組みます。
○既存事務の電子化について他団体の取組状況を参考に検討します。

○行政実務法律相談事業（通称：法務ドクター事業）の実施を通じ
て，行政事務執行上の法的リスクを把握・整理し，事務所管課の対応
を法的な側面から積極的にサポートします。
○行政事務執行上，争訟につながるおそれのある事件等について，弁
護士による行政事務法律相談を実施します。
○各種相談の内容，他市事例等を踏まえ，法務情報の庁内への積極的
な発信に継続的に取り組みます。
○職層に応じた実効性のある実務研修を実施し，知識・スキル向上に
取り組みます。
○監査委員からの指摘事項等を全庁に情報共有し，同様の事務誤り防
止と適正な会計事務への意識啓発に取り組みます。
○電子決裁のより効率的な運用手法や既存事務の電子化検討，添付書
類の見直し等，会計事務の簡素化・効率化に取り組みます。
○業務上のリスクへの対応の制度構築について，他自治体の取組を参
考に検討します。

総　括

業務を適正に執行していくため，業務上のリスクの事前防止や，不適切な事案等の発生時における迅速・的確な対応に資する取組を推進します。

年度別計画

令和６年度

方針 ３
基本的取組 ３－３

担当課

２０プラン

法制課，会計課，企画経営課，関係各課

効率的な組織体制の整備
市民に信頼される市政の推進

業務上のリスクへの対応


